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要旨 

東日本大震災では、複数の自治体が被災者の孤立防止のため、震災以前のコミュニティのソーシャル・

キャピタルの維持に配慮した「コミュニティ入居」という方法に基づいて仮設住宅入居者の決定を行っ

た。他方、阪神・淡路大震災から東日本大震災発生までの１６年間で人々を取り巻く ICT環境は大きく

変化している。 

本研究はコミュニティ単位での入居と固定電話、携帯電話、メールなどの情報通信機器の利用が仮設

住宅居住者の社会的孤立に与える影響を明らかにすることを目的としている。コミュニティ単位での入

居を行った岩手県釜石市箱崎地区、優先順位による入居を行った上中島地区を対象にアンケート調査を

行った。その結果、コミュニティ単位での入居は仮設住宅居住者の孤立度を軽減することが明らかにな

った。一方で、情報通信機器の利用と孤立度について有意な差は生じなかった。 
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The influence of maintaining social capital of community and the use of the ICT  

on the social isolation of residents of temporary shelters in the Great East Japan Earthquake 

 

Abstract 

After the Great East Japan Earthquake, some municipal officials assigned the temporary shelter 

residents in each community before. On the other hands, The ICT environment that surrounds people 

has been greatly changed in 16 years from the Hanshin-Awaji Earthquake. 

The purpose of this study is to clarify that how maintaining social capital of community and the use of 

the ICT such as fixed telephones, mobile phones, and E-mail influenced on social isolation of residents in 

temporary shelters. The author made a questionnaire survey on residents of Hakozaki district which was 

placed maintaining social capital of community and Kaminakashima district which was assigned 

randomly. The results indicated that placing the temporary shelter residents maintaining community 

networks reduced their social isolation level, however there was a no significant difference between the 

use of the ICT and social isolation level.  

 

Keywords: The Great East Japan Earthquake, Social isolation, Temporary housing,  

Social Capital, ICT 



1.はじめに 

阪神・淡路大震災での「孤独死」は仮設住宅が継続した 5年間で 233人1に上り、その数

は災害復興住宅に場所を移した今も増え続けている。災害後の復興・回復にソーシャル・

キャピタルが役立つことを指摘している Aldrich(2011)は、年齢や世帯構成など優先基準で

の仮設住宅や災害復興住宅への入居者の割り振りが、震災以前のコミュニティで形成され

てきたソーシャル・キャピタルを壊し孤独死を生み出したことを指摘し、震災前のコミュ

ニティでのつながりに配慮せず仮設住宅や災害復興住宅への割り振りをランダムに行うこ

とに警鐘を鳴らしている2。 

 東日本大震災では、孤独死を防ぐために複数の自治体が一部コミュニティ単位での仮設

住宅への割り振りを行った。しかしながら、発生から 2 年半の間に孤独死者数は岩手・宮

城・福島 3 県で 81 人3に上っており、ソーシャル・キャピタルの維持が孤立防止に有効で

あるのかは明らかになっていない。 

 一方、阪神・淡路大震災から東日本大震災発生までの 16年間で、人々を取り巻く ICT環

境は大きく変わっている。阪神・淡路大震災での通信手段は固定電話、情報取得手段はテ

レビ、ラジオ、新聞が主流であったが、現在では携帯電話やインターネットが広く普及・

利用され、情報取得手段が多様化4している。Hampton et al.(2000)は、オンライン、オフ

ライン両方を利用したコミュニケーションが近隣とのつながりを増加させ、絆強化に役立

つことを指摘している。先行研究が指摘するように ICT の利用が近隣とのつながりの増加

や絆強化につながるのであれば住民の孤立防止に役立つのではないか。そこで本研究では、

コミュニティ単位での入居、ICT の利用は仮設住宅居住者の孤立防止に有効であるのかア

ンケート調査と分析を行い検証する。 

 

2.先行研究と社会的「孤立化」の定義 

 塩崎ら（2007）は、神戸市内の災害復興公営住宅において孤立している世帯の特性につ

いて、1)入居理由が「他に行くところがない」「早くどこかに落ち着きたい」等選択肢がな

い中やむを得ず入居、2)近隣住民と日常生活の中での自然な接触ができず、つながりが構築

できていない、3）長い間居住した住宅の喪失、そこで培ってきた親しい知人との交流を従

前居住地から離れ取り戻せない状態にあることを指摘している5。また、震災前の居住地近

くにおいて入居者のほとんどが災害復興住宅に入居した尼崎市築地地区を対象とした塩崎

ら（2006）は、孤立した世帯は「1 日中誰にも会わない」「1 日中外に出ない」頻度が高い

                                                   
1 「仮設住宅に交流の輪」日本経済新聞大阪朝刊社会、2011年 7月 21日 
2  Aldrich(2011) pp.156要約。 
3 「東京新聞:東日本大震災２年半 いばらの復興 孤独死８１人 避難２８万人:東日本大

震災」東京新聞、2013年 9月 11日 
4 総務省情報通信統計データベース「携帯電話・PHSの加入契約推移」、総務省通信政策局

通信利用動態調査報告書（平成 9年度）（平成 23年度） 
5 塩崎ら（2007）115頁要約。 



という自閉傾向があること、地区内での行事など「顔を合わせるきっかけ」は、既に孤立

している世帯には機能しにくいことを明らかにしている。 

 これらの先行研究においては、社会的「「孤立化」を「近隣地域において存在していた人

的な相互交流の関係が変化し、人と人との接触の機会が減少あるいは消滅すること」6と定

義し、調査・分析を行っている。居住者の孤独死は震災前のコミュニティで育まれてきた

ソーシャル・キャピタルの破壊が原因であると指摘されていることから、本研究では塩崎

ら（2006）(2007)の定義を援用する。また、孤立化の度合いについては塩崎ら（2006）が

用いていた指標「①震災前後でのつきあいの変化、震災前後での知人数（住棟内の知人の

多寡）」7を用い、孤立レベル１（低）、孤立レベル２（中）、孤立レベル３（高）と孤立度を

3段階に設定する。 

 

3.検討仮説 

 塩崎ら（2006）(2007)は、孤立した世帯の特性について「１日中誰にも会わない」「１日

中外に出ない」という自閉傾向があること、また現在の地域での行事・活動には参加せず

顔を合わせる機会が機能しないことを明らかにしている。これを踏まえ、本論文では上記

の方法で算出した①孤立度と先行研究で指摘されている孤立世帯の特性②「1日中誰にも会

わない」「1日中外に出ない」頻度（自閉傾向）、③現在の地域での行事・活動への参加頻度

について入居方法と ICT利用・非利用グループに分け検証を行う。仮説は次の２点とする。 

1)入居方法の違いによって①孤立度、②「1 日中誰にも会わない」「1 日中外に出ない」

頻度（自閉傾向）、③現在の地域での行事・活動への参加頻度に差が生じる。 

2)情報通信機器の利用・非利用グループによって ①孤立度、②「1日中誰にも会わない」

「1 日中外に出ない」頻度（自閉傾向）、③現在の地域での行事・活動への参加頻度、に差

が生じる。 

 

4.実施調査 

調査方法 

 調査票は 2013 年 12 月 16 日～20 日に、震災前のコミュニティでのつながりに配慮した

コミュニティ単位での入居により仮設住宅に入居した岩手県釜石市箱崎地区、優先基準に

基づいた入居を行った釜石市上中島地区の仮設住宅居住者に協力を依頼し、箱崎地区全 67

戸に配布 23戸（回収率 34％）、上中島地区全 149戸に配布 58戸（回収率 38％）の回答を

得た。調査方法は個別訪問、郵送回収、一部個別回収である。調査概要とデータ概要は文

末の表１、表２に示す通りである。 

分析結果 

 地区別の孤立度は表３、表４に示す通りである。孤立傾向については、1)孤立度を用いて

                                                   
6 塩崎ら（2006）119頁、塩崎ら（2007）109頁より引用。 
7 塩崎ら（2006）121頁より引用。 



入居方法による違いをU検定、カイ二乗検定にて検証を行った。2)ICTの利用については、

固定電話・携帯電話での通話・メールの利用頻度について両地区の回答をよく利用するグ

ループ（週１回以上）とあまり利用しないグループ（月１回以下）に分け、U 検定、カイ

二乗検定にて検証した。なお、インターネットの利用頻度については無回答が半数以上の

ため本研究では分析対象としない。 

 1)①孤立度については、優先順位入居地区では孤立レベル 3の世帯が 73.2%に上る一方、

コミュニティ単位での入居地区では 10%に留まった（図 1）。②入居方法の違いによって自

閉傾向については有意な差は生じなかった。③活動・行事への参加頻度については、コミ

ュニティ入居地区では 52%が頻繁に参加している一方、優先順位入居地区では 61%が参加

していない（図 2）。仮説以外の項目では、周辺環境の満足度については優先順位入居地区

の 81.8%が満足と回答している一方で、コミュニティ入居地区では 70%が不満と回答して

いる（図 3）。 

2) ①全ての情報通信機器と孤立度について有意な差は生じなかったことから ICTの利用

は孤立の軽減には効果がないことがわかる。②自閉傾向については、全ての情報通信機器

の利用・非利用グループにおいて有意差は生じなかった。③現在住んでいる活動・行事へ

の参加頻度については、固定電話利用グループの 39.4%は頻繁に参加しているが、非利用

グループの 70.3%は参加することはないと回答している（図４）。携帯電話での通話、メー

ルの利用・非利用グループでは有意な差が生じなかったことから、既に孤立している世帯

には顔を合わせるきっかけは機能しておらず ICT の利用は近隣とのつながりや絆を強化す

る効果がないことがわかる。ここで、各情報通信機器の保有率と最も連絡を取っている相

手を示す（図５、図６）。全ての情報通信機器について最も連絡を取っている相手は「家族」

となっているが、固定電話利用者は「友人・知人」と連絡を取っている人が多い。全情報

通信機器において近所の人と回答している人はいないことから ICT の利用が近隣とのつな

がり・絆強化に役立っているとはいえないと考えられる。 

 

5.考察 

分析結果から、コミュニティ単位での入居は仮設住宅居住者の孤立度を軽減する効果が

あることが明らかになった。自閉傾向については、釜石市では行政やNPO等が全世帯への

声がけや郵便受けのチェックなどの見守り活動を１日に数回行っていることが機能してい

るために差が生じなかったのではないかと考えられる。現在の地区での活動・行事への参

加頻度については、優先順位入居地区では孤立レベル 3 の世帯のほとんどが参加していな

い。このことから、先行研究と同様本研究においても孤立した世帯には活動・行事という

顔を合わせる機会は機能しておらず近隣とのつながりの構築は難しいことがわかる。周辺

環境への満足度についてはコミュニティ入居をしても評価が低く、人的なつながりを維持

しただけでは解決しないと考えられる。特に交通アクセスについて住民から不満が聞かれ

たため今後の改善が求められる。情報通信機器の利用ついては、本研究の結果からは孤立



を和らげずコミュニティ単位での入居の代替にはならないと考えられる。自閉傾向につい

ては ICT の利用者と非利用者の間に有意な差が生じなかったことから、ICT の利用では自

閉傾向は軽減されず、見守り活動等の人的なサポートが機能している可能性があると考え

られる。現在の地区での活動・行事への参加頻度については、ICT を利用しても孤立して

いる世帯は参加しないため近隣とのつながりの構築や絆の強化は難しいと考えられる。携

帯電話での通話・メールの利用者の多くは家族との連絡のために利用しているが、固定電

話利用者は「友人・知人」との連絡に利用している人が多い。この結果から、固定電話や

携帯電話の保有については、保有者自身が利用するために購入した、あるいは家族から持

たされているなど保有動機や意図が異なる可能性が考えられる。家族から持たされている

場合には人間関係が広がっていかないことが考えられ、孤立した世帯の常態化が懸念され

る。 

 

6.まとめ 

 本論文では、阪神・淡路大震災時と比べ ICT 環境が大きく変化している状況を背景に、

先行研究で指摘されている孤立世帯の特性と孤立度について異なる入居方法、ICT の利用

によって軽減されるのか検証した。その結果、コミュニティ単位での入居は孤立度の軽減

に効果があること、一方で孤立している世帯が ICT を利用しても孤立を和らげる効果はな

く、ICT の利用がコミュニティ単位での入居の代替にはならないことが明らかになった。

一方、先行研究で指摘されていた自閉傾向については本研究では差が見られなかったこと

から行政や NPO による人的なサポートが仮設住宅居住者の自閉傾向の軽減に寄与してい

ると考えられる。本調査の対象地区では高齢の方々が多く入居されていた。情報通信機器

を家族から持たされている場合には、震災以前のコミュニティの人々と連絡を取るためな

ど目的や動機を与えることで ICT を通じて人間関係を広げていくことが可能になると考え

られる。孤立している世帯が新たなつながりを築いていくために ICT ができることは何で

あるのか研究を進めていくことが求められる。 
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【図表】 

表１：実施調査概要 

調査対象   釜石市箱崎地区・上中島地区の仮設住宅に居住する全世帯 

調査方法   アンケート調査・個別訪問、郵送回収（一部個別回収） 

調査時期   2013年 12月 16日～20日までの計 5日間 

回収状況   箱崎地区 配布：67部、回収：23部、回収率：34％ 

   上中島地区 配布：149部、回収：58部、回収率：38% 

データ概要  表２を参照 

質問項目 孤立度、震災前の居住地域での活動・行事への参加頻度、現在の居住地域

での活動・行事への参加頻度、「１日中家から出ないこと」頻度、「１日中

誰にも会わない」頻度、ご近所づきあいについて震災前と比べどう感じて

いるか、震災前のことを思い出す回数、仮設住宅への満足度、周辺環境へ

の満足度 

表２：データ概要 

上中島地区 箱崎地区

回答者平均年齢 64.55歳 69.17歳

男女比 男性21人(37.5%) 男性8人（34.78%)
女性35人（62.5%) 女性15人（65.2%)

孤立度 世帯数 構成比 世帯数 構成比

孤立レベル1 4 6.89% 10 43.48%
孤立レベル2 11 18.97% 8 34.78%
孤立レベル3 41 70.69% 2 8.69%
不明 2 3.45% 3 13%
計 58 100% 23 100%
世帯類型 世帯数 構成比 世帯数 構成比

高齢単身 14 24.14% 5 21.73%
非高齢単身 2 3.45% 1 4.35%
高齢夫婦 12 20.70% 8 34.78%
非高齢夫婦 1 1.72% 4 17.39%
多世代 26 44.82% 2 8.71%
不明 3 5.17% 3 13.04%
計 58 100% 23 100%
従前居住地からの移動距離

1km未満 1 1.72% 18 78.26%
5km未満 17 29.31% 4 17.39%
5km以上 36 62.07% 1 4.35%
不明 4 6.90% 0 0%
計 58 100% 23 100%
従前住宅の居住年数

5年未満 7 12.07% 0 0%
10年未満 3 5.17% 0 0%
20年未満 9 15.51% 1 4.35%
30年未満 5 8.62% 5 21.74%
50年未満 12 20.70% 7 30.43%
50年以上 20 34.48% 10 43.48%
不明 2 3.45% 0 0%
計 58 100% 23 100%
従前住宅の形式

共同住宅 12 20.69% 1 4.35%
一戸建て・長屋建て 43 74.14% 22 95.65%
不明 3 5.17% 0 0%
計 58 100% 23 100%  



表３：釜石市箱崎地区（コミュニティ入居）の孤立の度合い 

震災前後で

の 震災前後の近所付き合いの変化  

近所の知人

の多寡 増加 変化なし 減少  

多い 1(5%) 8(40%) 3(15%) 

孤立レベル

１（低） 

中程度 3(15%) 3(15%) 2(10%) 

孤立レベル

２（中） 

少ない 0(0%) 0(0%) 0(0%) 

孤立レベル

３（高） 

 

表４：釜石市上中島地区（優先順位入居）の孤立の度合い 

震災前後で

の 震災前後の近所付き合いの変化  

近所の知人

の多寡 増加 変化なし 減少  

多い 0(0%) 1(1.8%) 5(8.9%) 

孤立レベル

１（低） 

中程度 2(3.58%) 7(12.5%) 17(30%) 

孤立レベル

２（中） 

少ない 0(0%) 5(8.9%) 19(33.9%) 

孤立レベル

３（高） 

 

 

図１：入居方法の違いと孤立度 

 

 
図２：入居方法の違いと 

現在の居住地域での行事・活動の参加頻度 

 

 
図３：入居方法の違いと周辺環境への満足度 

 

 
図４：固定電話利用・非利用グループと 

現在の地域での活動・行事への参加頻度 

 

 
図５：情報通信機器の保有率（上中島・箱崎地区） 

 

図６：情報通信機器と最も連絡を取る相手（上中島・箱崎地区） 


